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5月 度理事会概要

召集年月 日 : 令和元年 5月  7日
開催 日時 : 令和元年 5月 27日
開催 場 所 : 東京ガーデンパレス

理事 総数 :  9人
出席理事数 :   8人

5月 14日 (火 )

5月 23日 (木 )

(1)理事長挨拶
定刻になりましたので令和元年 5月 度の理事会を始めたいと思い

ます。 総会直前の理事会です。ご協力のほど宜しくお願い致し
ます。

(2)業務報告

① 事務局運営・渉外

4月 25日 (木 )

5月  8日 (水 )

業務決済  ・・・ 広江理事長 (会社にて )

三井住友海上火災保険株式会社  岡本氏
来局 ・・・  打合せ

業務決済  ・・・ 広江理事長 (会社にて )

(一社)全国消防機器販売業協会
祝賀会・懇親会 松原副理事長 。事務局竹内

出席

5月  9日 (木 )

5月 10日 (金 )

(火 )

(月 )13時 00分～14時 30分
3階 桂

経営診断  ・・・ 小出会計 副所長

神奈川県防災消防協同組合 総会 。懇親会
武藤理事 出席

(―社)日 本火災報知器工業会
総会 。懇親会     広江理事長 出席

5月 28日 (火 )



5月 31日 (金 ) (一社)全国消防機器協会   総会 。祝賀会
広江理事長 出席

事務局報告

ご逝去

東京第 1支部 株式会社イチボウ 古木社長ご令室様

代表者・住所変更

千葉支部 吉田防災株式会社
旧 代表取締役 吉田 泰三
旧住所  〒296‐ 0004

千葉県鳴川市貝渚  130-1
TEL 04‐ 7093‐ 3990
FAX  04・ 7093‐ 2031

新  代表取締役  吉 田 保夫
新住所  〒260‐ 0833

千葉県千葉市 中央 区稲荷町  2-7-24
TEL  043‐ 264‐ 6903
FAX  0120‐ 27‐ 2031

(敬称略 )

住所変更

東京第 2支部  下電機株式会社
旧住所  東京都新宿 区市谷 山伏町  1-6
TEL  03‐ 3268‐ 2835
FAX  03・ 3268‐ 1574

新住所 東京都新宿 区榎 町  78-1
TEL  03‐ 3268‐ 2835

FAX  03‐ 3268‐ 1574

代表者変更

東京第 4支部  有限会社萩 山防災
旧 代表取締役社長  藤野 明男



新

新

代表取締役社長

代表取締役会長

藤野 博仁

藤野 明男

(敬称略 )

② 広報

5月 10日

③

「防災組合ニュース」 485号  発刊

教育

CADの 実務講習会について (松原副理事長 )
次回のCADの 実務講習会についてリコーソリューションズ・
池森氏、システムズナカシマ・ 岸本氏と東光メンテナンスの
事務所にて、打合せを行つた。次回のCADの 実務講習会は、
リコーソリューションズの施設を借 り、募集人数を増や して、

実施する予定である。

福利厚生 。企画

古木副理事長

6月 20日 (木 )は移動理事会、場所は箱根の河鹿荘、 3時
集合です。

財務・共同購買

4月 の売上は前年を大きく上回る事ができた。 5月 について

も見込み としては前年を多少オーバーする事ができそ うであ

る。今期はこのまま波に乗 り、予算を達成 したい。

新たな共同購買の品目として、組合独自の組み合わせの防災

セ ットのプレゼンテーションが事務局水落課長より有 り、理

事の承認を得、商品の手配に入る事となった。

又、理事より共同購買の品日として  「火災報知機の試験器
が古くな り交換が必要な会社も有ると思 う、加煙、加熱試験

器のキャンペーンを打つてみたらどうか」との提案が有つた。

研究開発部会

ガス漏れ検知器の脱着器の開発について、監事、相談役を交え、

意見交換がおこなわれた。

④

⑤

⑥
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⑦ 青年部



6月 5日 (水 )に青年部役員会にて青年部の総会の打合せを行
り。

③ 支部運営促進

中島専務理事

この総会が終了したら支部会の準備に入る、 6月 の移動理事会    ‐
で支部会に提案する議題を決めたいので用意をしてきて欲 しい。

千葉相談役

正副支部長会議に於いて各支部よりの提案事項や意見をまと

め、それに対 しての回答は一部の人のみに伝わっていたのでは

ないかと思 う、今後はまとめた意見や回答を、全員に伝わるよ

うに「防災組合ニュース」等を利用 してはどうか。

⑨その他の事業について

特になし

(3)議案の審議

1号議案
第 52回通常総会の任務の確認等
各理事の任務、段取 り、報告内容の確認を入念に行つた。

各理事の任務は以下の通 りである。

司会 :開 会 :出席状況報告 :村 田理事、理事長挨拶 :広江理事
長、第 1号議案平成 30年度事業報告 (読上):竹内事務局長、
決算関係書類承認の件 (読上):中 島専務理事、監査報告 :中 山
監事、第 2号議案 (読上):中 島専務理事
第 3号議案 (読上):中 島専務理事、第 4号議案 (読上):中 島
専務理事、第 5号議案 (読上)中 島専務理事、閉会 :古木副理
事長。総会後の表彰式、講演会、懇親会の内容、任務、段取 り

の確認 も入念に行われた。

2号議案 その他
特になし。

次回移動理事会予定 令和元年 6月 20日 (木 )・ 21日 (金 )
ホテル河鹿荘 (箱根 湯本 )
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消 防 予 第 167号
平成 31年 4月 26日

負馨漏寓[R甦塩薫見調[}殿
課 長

略 )

郵送による消防用設備等の点検報告の推進について (通知)

消防法 (昭和 23年法律第 186号。以下「法」という。)第 17条の3の3の規定に基づ

く消防用設備等の点検報告における郵送による報告については、
「消防用設備等に

係る点検及び報告の推進等について(通知)」 (平成 11年6月 14日 付け消防予第 145

号。以下「145号通知」という。)及び「消防用設備等点検報告制度に係る留意事項等

について(通知)」 (平成 28年 12月 20日 付け消防予第 382号。以下「382号通知」と

いう。)に基づき、各消防本部において適切に運用していただいているところです。

一方、消防庁では、平成 27年度から「消防用設備等点検報告制度のあり方に関す

る検討部会」(以下「検討部会」という。)を開催し、点検報告率の向上や点検基準
の見

直し等に向けた検討を行っています。

今般、検討部会において、点検報告における防火対象物の関係者
の負担を軽減し、

点検報告率の向上を図るためには、郵送による点検報告を積極的に推進す
ることが

適当であるとの結論が得られたこと等を踏まえ、郵送による点検報告を適切に受け付

けるために留意すべき事項を下記のとおりとりまとめましたので、通知します。

なお、本通知をもつて、145号通知中「記2郵送による点検結果の報告」及び 382

号通知中「記2郵送による点検報告等について」は廃止します。

貴職におかれましては、その運用に十分配慮されるとともに、各都道府県消防防災

主管部長におかれましては、貴都道府県内の市町村 (消防の事務を処理する
一部事

務組合等を含む。)に対しても、この旨周知していただきますようお願いします。

また、本通知は、消防組織法 (昭和 22年法律第 226号)第 37条の規定に基づく助

言として発出するものであることを申し添えます。

記

1145号通知記2及び 382号通知記2に示す条件を満たす防火対象物だけでなく、

防

省

予庁

印師
総



消防法第 17条の3の 3に基づく点検報告が義務付けられているすべての防火対象

物を対象として郵送による点検報告を受けることが適当であること。

2消防法第 17条の3の3に基づく点検報告は、行政手続法 (平成5年法律第 88号 )

第 37条に基づく「届出」に該当し、郵送された書類が屈出の形式上の要件に適合

していない場合は、再度提出させる等により指導すること。

なお、形式上の要件に適合していない場合の例としては、次のようなものが考えら

オtること。

は)点検結果報告書における届出者の押印がない場合

レ)有資格者が点検を行つているにもかかわらず、点検結果報告書に添付する点

検者一覧表が添付されていない場合

8)点検結果報告書に記載すべき報告年月日や届出者の欄に記載が無い場合

14)消防用設備等ごとの点検票において点検が必要とされている点検項目の判定結

果が記載されていない場合

3郵送により報告された各消防用設備等の点検結果に不良内容があり、改修等の措

置が記載されていない場合や改修予定時期が記載されていない等の場合は、返信

用封筒に指導書を同封する等により早期に改善するよう指導すること。

4郵送により報告を受けた場合におけるトラブル防止や適切な記録・管理のため、事

務処理要領等を作成することとし、作成に当たつては別紙1を参照すること。

なお、別紙1は想定される例示であり、各消防本部等の実情に応じて作成すること。

5郵送により報告を受けた場合におけるトラブル防止のため、郵送先や送付すべき書

類等、防火対象物の関係者が郵送による点検報告を行う場合に留意す
べき事項を

消防本部等のホームページにより周知することとし、作成に当たつては別紙2を参照

すること。

なお、別紙2は想定される例示であり、各消防本部等の実情に応じて作成すること。    
‐
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事務処理要領等の文例

郵送により点検報告を行う場合における必要書類等は、次のとおりとすること。ただ

し、121及び13)については、届出者が、消防署において受付印を押印した点検結果

報告書の返信を希望する場合に必要なものであること。

に)点検結果報告書 正本

0)点検結果報告書 冨1本 (必要部数)

13)返信用封筒 (宛名が記入済みであり、必要な料金分の切手が貼付されたもの)

郵送により点検報告が行われた場合は、速やかに、点検結果報告書に押印し、受

付日時及び対応者を台帳に記録するとともに、上記1に示す必要書類等が揃つて

いることを確認し、点検結果報告書について届出の形式上の要件に適合しているこ

とを確認すること。

3上記2の確認の結果、届出の形式上の要件に適合していない場合は、必要な要件

を具備するよう求めるとともに、改めて送付するか、直接報告に来るよう届出者に指

導すること。また、届出の形式上の要件に適合していない旨及びその理由等を台帳

に記録すること。

4811本が郵送されている場合は、返信用封筒に押印した点検結果報告書 (副本)と

指導文書 (不良内容の改修 (予定を含む。)等が講じられていない場合に限る。)を

同封し、返信すること。なお、返信用封筒がない等の場合にあつては返信できな
い

ため、期限を指定した上で、返信用封筒を送るか、窓口まで書類を受け取りに来
る

ように連絡すること。

5副本が郵送されていない場合であつて、不良内容の改修 (予定を含む。)等の措置

が講じられていない場合は、立入検査や文書の郵送等により指導すること。
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ホームページヘの掲載の例

事業者等が消防署の窓口まで来訪し、報告書を提出することに伴う負担削減を図る

観点から、消防用設備等点検結果報告書 (以下「報告書」という。)を郵送により届け

出ることを可能としています。

【郵送による報告の方法】

1送付書類等
ほ)点検結果報告書 (正本)
※ 届出者の記載漏れや必要書類の添付漏れ等がないように確認をしてください。

※ 報告書の内容について確認するため消防署から連絡する場合がありますの

で、報告書別記様式第1の電話番号欄には、報告に関して対応可能な方の連

絡先を記入してください。

9)点検結果報告書 (副本)希望部数
※ 消防署において受付印を押印した点検結果報告書の返信を希望する場合に

必要です。

※ 正本と同じ内容が記載されていることを確認してください。

0副 本返信用封筒1通
※ 消防署による受付印を押印した点検結果報告書の返信を希望する場合に必

要です。

※ 副本の重さや大きさに応じた返信に必要な料金分の切手を貼付してください。

封筒の大きさ、重さによつて料金が異なりますのでご注意ください。

※ 予め宛名をご記入ください。

2返信時期
副本の返信を希望される場合は、受付後、概ね1～2週間程度で返信します。

※ 郵送件数の多寡により、返信時期が遅れることがあります。

【留意事項】

1郵送による報告は、持参による報告と比べると、不明な点をその場で確認できない
ため、受付や返送の手続きに時間を要する場合がありますので、発送は余裕を持つ

て行つてください。

2郵送方法については任意ですが、消防機関に郵送物が届かない場合、消防機関
では責任を負いかねますのでご了承ください。郵送事故等による書類の紛失を防

止するため、簡易書留等の配達記録が残る方法で行つていただくことを推奨します。

3点検結果報告書に記載漏れや添付漏れがある場合は、必要な要件を具備するよう
求めるとともに、改めて送付するか、直接報告に来るように指導する場合があります。



また、副本の返信を希望する場合、返信用封筒がない場合や必要な料金分の切手

が貼付されていない場合は、返信ができません。これらに該当する場合は、改めて

返信用の封筒を郵送していただくか、受付窓ロヘお越しいただく等の対応が必要と

なりますので、以下の事項を改めて確認してください。

は)点検結果報告書に記載漏れはないですか(以下の内容は特に注意してくださ

い 。 )。

・届出日

・届出者の押印

・防火管理者欄 (防火管理者が選任されている場合に限る。)及び立会者欄 (点検

に立ち会つた者がいる場合に限る。)

12)点検結果報告書に必要な書類の添付漏れはないですか (下記点検票は特に

注意してください。)。

・点検票別記様式第 23(非常電源専用受電設備 )

。点検票別記様式第 26(配線)

(31副本の返信を希望する場合は、正本と同じ内容のものを希望部数用意していま

すか。

に)副本の返信を希望する場合は、返信用封筒に副本の重さや大きさに応じた必

要な料金分の切手を貼り、宛名を記載していますか (宛名は、副本を返信するた

めに必須です。無記入、誤記入等が無いよう、今一度確認して下さい。)。

【送付先】

各消防署の管轄区域により、送付先が異なりますので、こちら(リンク先)でご確認く

ださい。

【報告様式等】

リンク先:総務省消防庁 httpS://mw.fdma goわ /misSoi/preveniOn/post l html
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事 務 局 だ よ り

◎組合情報

5月 27日 、第 52回組合通常総会は各位のご協力により、すべての議案    ・
が満場一致で可決決定し終了いたしました。ご報告申しあげます。        1

◎共済制度について

●消防設備保守 。点検 。設置工事等の賠償責任保険 :

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店 。株式会社サンリビング)と提携
しています。請負業者賠償責任保険 。生産物 (完成工事)賠償責任保険・
受託者賠償責任保険がセットになつた総合型の保険です。

●自動車共済制度 :

関東自動車共済共同組合と提携しています。

●業務災害補償保険 (ビジネス Jネクスト):

三井住友海上火災保険株式会社 (代理店・株式会社サンリビング)と提携
しています。

◎ ご注文は今後もFAXでお願いします。
組合員の皆様には、いつも FAXでご注文をいただき誠にありがとうござ
います。ご注文の商品名・数量等間違いのない納品をさせて頂くために、

ご注文は今後ともFAXでお願いいたします。
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